予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童保護費
	事業名　保育士等処遇改善臨時特例事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　健康福祉部子ども家庭課保育支援係　電話番号：058-272-1111（内2634）

　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　36,273千円（前年度予算額：317,774千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	317,774
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	317,774

	要求額
	36,273
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	36,273

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
· 認可保育所における待機児童の早期解消のため、保育所施設整備等により量的拡充を図ると同時に、保育の担い手である保育士等の確保が必須である。
· しかしながら、保育士の賃金は他職種と比較しても決して高くなく、過酷な労働環境が原因で多くの離職者がいるほか、年度途中の入所希望児童を受け入れるために必要な保育士の確保が十分でない。

（2） 事業内容
　　・保育所等に勤務する職員の賃金改善に要する経費に対し助成。

・交付対象は、私立保育所（私立認定子ども園の保育所部分を含む）の保育
士等とし、保育所運営費の民間施設給与等改善費を基礎に、平均勤続年数
に応じた加算率の上乗せ相当額を保育所運営費とは別に助成する。
（3） 県負担・補助率の考え方
児童福祉法により、保育の実施主体は市町村であるが、地域によってばらつきが生じないよう、広域的に実施することにより県内の保育士等の処遇改善を図るため、県負担・補助率は妥当である。

　　　【補助率】国３／４　県１／８　市町村１／８

　　　　　　　　国３／４　中核市１／４
（4） 類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	36,273
	保育士等の賃金改善に係る経費

	合計
	36,273
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）国・他県の状況

　　　全国３０都道府県で実施

（２）後年度の財政負担

　　　　保育士等の離職防止及び就業継続支援のためには、賃金改善による処遇向上は不可欠であり、子ども・子育て支援新制度の本格施行までの間は継続的な支援が必要である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　　保育士等の賃金改善による労働条件の改善を行い、離職を防止し、人材確保を図ることにより、待機児童の解消を早期実現する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	事業実施施設数
	　０
（H24）
	（H　）
	（H  ）
	137
（H25）
	143
（H26）
	95.8％


	４月1日現在の

待機児童数
	５
（H23）
	０
（H24）
	（H　）
	８
（H25）
	０
（H26）
	０％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　２８市町村１３７箇所が行う保育士等の処遇改善に対し補助を行う予定。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　保育士一人当たり約９万円／年、保育士以外の職員（看護師、栄養士、調理員、保育業務補助者等）一人当たり約８万円／年の給与改善が行われ、就業意欲の向上が図られ就業継続につながった。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇

	保育士等の給与引き上げを行うことにより、職員の就業意欲の向上と離職防止が図られると同時に、人材確保による安定的な保育所運営が可能となる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇

	保育士等の賃金改善が行われ、給与水準が高くなり、職員の就業継続につながっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇

	交付申請書類の簡素化による事務手続きの円滑化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
可能な限り施設内の職員間の公平性を保ち、また、給与改善を行う給与項目以外の水準を低下させることのないよう、市町村を通じ指導を行う。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

早ければ平成27年４月から本格施行予定の「子ども・子育て支援新制度」への円滑な移行が実施されるよう、引き続き支援を行い、保育所に勤務する保育士等の処遇改善を通じ、入所児童の健全な保育環境の整備を図ることにより、安心して子どもを生み、育てることができる岐阜県づくりに取り組む。


